様式－１
審　査　証　明　依　頼　書
平成　　年　　月　　日

財団法人 土木研究センター

　理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

　下記について、「建設技術審査証明事業実施要領」に記載されている事項を遵守し、審査証明を依頼します。
記

１．　eq \o(\s\up 10(ふりがな),技術名称)　　：

　　（副　　題）　：

２．　希望事項　　：
３．　連絡窓口  　：
住　所　〒

会社名


所　属


eq \o(\s\up 10(ふりがな),氏　名)

電　話　　　　－　　　－　　　　（内線　　　　）


ＦＡＸ　　　　－　　　－　　　　


E-mail
様式－２
技　術　概　要　説　明　書
	依頼者名
	会社名のみ記載して下さい。

なお、依頼者が複数の場合は、列記して下さい。

	技術名称

（副題）
	技術名称は、依頼技術の汎用を図る時に用いる愛称もしくは商標等を記載して下さい。

副題は、依頼技術の一般的な技術名称を記載して下さい。

	技術の概要
	依頼技術の概要について図表等を用いて簡潔に記載して下さい。

	諸元・性能

および適用範囲
	依頼技術の構成システム・形状寸法・仕様・性能・適用範囲等について、原則として、実工事等における使用実績または性能確認試験の範囲内で、図表等を用いてわかりやすく、かつ可能な限り定量的な表現で記載して下さい。

	既存の技術

との対比
	既存の技術に対して、依頼技術の特徴、改良点等が明確にわかるように、比較項目毎の対比表形式にて記載して下さい。

また、依頼技術が、既存の技術の改良技術なのか、それとも全く新しい技術なのかも明確にわかるように記載して下さい。

比較項目は、適用性・機能性・安全性・耐久性・経済性等に関して、依頼技術に関連する技術基準ならびに指針等を参考に、設定して下さい。

なお、コスト等については既存の技術との対比を記載して下さい。

	開発の趣旨と

開発目標
	（開発の趣旨）

以下の項目に留意して文章で簡潔に記載して下さい。

・開発の経緯

・どのような事業に適用する技術なのか

・何を開発したのか

・国土交通省の所管に係わる技術として、行政ニーズに対して果たすべき役割

・その他

（開発目標）

・開発の趣旨に照らして設定した開発目標を箇条書きで記載して下さい。その際、適用性・機能性・安全性・耐久性・経済性等の区分が明確にわかるように記載して下さい。

	開発目標達成

の確認方法
	開発目標が達成されていることを確認するための方法を記載して下さい。

その際、依頼者において開発目標毎に達成されたことを確認した水準と確認した際の方法について表形式で記載して下さい。

	試験結果の概要
	各試験項目に対して試験結果の数値のみを記入して下さい。

規格値を設定している場合は、明らかにして下さい。

	実績等
	主要な土木工事の施工年月、場所、件名、発注者、用途、規模・数量、受注者等を表形式にて記載して下さい。

	技術内容の

開示
	技術内容について、依頼時点までの学会誌・新聞・機関誌等で公開された主要な案件を記載して下さい。

さらに、本実施要領第３条の条項を全て満たすことが依頼の前提条件であるため、「技術内容の開示に当たって、一切問題が生じない」旨も明記して下さい。

	特許等の有無
	依頼技術に係わる産業財産権等については、取得・公開中・出願中の全ての案件毎に、名称・出願人・発明者・番号・年月日等を記載して下さい。

さらに、本実施要領第３条の条項を全て満たすことが依頼の前提条件であるため、産業財産権等の取得済み以外の案件については、「依頼時点において、依頼技術に係わる産業財産権等の権利については一切問題が生じてなく、審査期間中に問題が生じた場合は速やかに土木研究センターに報告するとともに、それ以降の全ての対応は一切依頼者において対処する」旨も明記して下さい。

産業財産権等に関する誓約書（様式―３）を提出してください。

	関連法規制
	依頼技術に係わる全ての法令・基準・指針等を記載して下さい。

また、当該法令等に係わる行政関係機関名も記載してください。

	事故発生時の

処置方法
	依頼技術の内容に係わる責任の所在を明記して下さい。

さらに、「依頼技術を現場等で採用した際に発生した諸問題については、依頼者が全責任を負うとともに、適切な処置を講ずる」旨も明記して下さい。

	その他
	依頼者が複数の場合は、各依頼者が依頼技術に対してどのように関与しているかを明確にするため、依頼者毎に研究・開発・設計・施工等の依頼技術への係わりを表形式で記載して下さい。

また、開発時期、汎用に当たっての留意事項、その他依頼技術の表彰経歴等の特記すべき事項があれば記載して下さい。


様式－３

産業財産権等に関する誓約書

平成　　年　　月　　日

財団法人 土木研究センター

　理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

　当社は、平成　　年　　月　　日付けで依頼しました建設技術審査証明依頼技術「○○○（技術名称）」に対しては、当社以外の者等から産業財産権等に係わる異議の申し立て等があった場合、遅滞なく貴センターに報告し、貴センターに一切ご迷惑を掛けることなく、当社において処理、解決致します。また、本技術あるいは本技術の一部が知的財産法に抵触する事が判明した場合には、審査の中止、建設技術審査証明書の取消し等の措置を受けることがあっても、貴センターに一切異議の申し立ては致しません。
　以上、本文をもって誓約致します。

様式－４
審 査 証 明 内 容 変 更 依 頼 書

平成　　年　　月　　日
財団法人 土木研究センター　
理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

下記について、「建設技術審査証明事業実施要領」に記載されている事項を遵守し、審査証明内容の変更を依頼します。

記

１．　eq \o(\s\up 10(ふりがな),技術名称)　　：　                                   （建技審証 第    号）

　　（副　　題）　：　

２．　変更事項    ：

３．  添付資料    ：
４．　事故・紛争等の有無とその内容：
５．　連絡窓口  　：
住　所　〒

会社名


所　属


eq \o(\s\up 10(ふりがな),氏　名)

電　話　　　　－　　　－　　　　（内線　　　　）


ＦＡＸ　　　　－　　　－　　　　

E-mail
様式－５
審 査 証 明 更 新 依 頼 書
平成　　年　　月　　日
財団法人 土木研究センター

　理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

　

下記について、「建設技術審査証明事業実施要領」に記載されている事項を遵守し、審査証明内容の更新を依頼します。

記

１．　eq \o(\s\up 10(ふりがな),技術名称)　　：　    　　　　　　　　　（建技審証 第    号○年○月○日）

　　（副　　題）　：　

２．　変更事項    ：　有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　無（更新にあたり、本技術名称に係わる審査証明技術の技術内容等については、一切変更はありません。）

３．  添付資料    ：

４．　事故・紛争等の有無とその内容：

５．　連絡窓口  　：
住　所　　〒

会社名


所　属


eq \o(\s\up 10(ふりがな),氏　名)

電　話　　　　－　　　－　　　　　（内線　　　　）


ＦＡＸ　　　　－　　　－　　　　


E-mail
様式－６
審 査 章 使 用 承 諾 依 頼 書
平成　　年　　月　　日
財団法人 土木研究センター

　理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

貴センターより取得した建設技術審査証明について、下記により審査章（認定マーク）を使用したく、ご承諾願います。
記

１．　eq \o(\s\up 10(ふりがな),技術名称)　　：　                                   （建技審証 第    号）

　　（副　　題）　：　

２．　使用目的    ：   審査証明技術の普及のため。

３．  使用方法    ：   1）パンフレット、カタログへの貼付（シール）




2）パンフレット、カタログへの印刷




3）製品容器への貼付（シール）




4）○○新聞への掲載

5）インターネットへの掲載
6）その他
４．　作製枚数  　：   1）シール     ○○○枚

  


2）印刷       ○○○枚




3）新聞広告   ○○○部

4）インターネットへの掲載　掲載期間（自　　　至　　　）

5）その他
５．  そ の 他    ：   貴センターの条件による。


様式－７

審 査 証 明 報 告 書  

　　　　　　　　　　　　　　　　　作 成 依 頼 書

概要書
平成　　年　　月　　日

財団法人 土木研究センター

　理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

　

○年○月○日付けをもって、貴センターより取得した建設技術審査証明について、下
記により（審査証明報告書・概要書）の作成を依頼します。
記

１．　eq \o(\s\up 10(ふりがな),技術名称)　　：　                                   （建技審証 第    号）

　　（副　　題）　：　

２．　目　　的    ：   審査証明技術の普及のため。

３．  範　　囲    ：   全部
４．　作成部数　　： 　審査証明報告書


部

                  　 　概要書



部

５．  そ の 他    ：   貴センターの条件による。

様式－８

審 査 証 明 報 告 書  

　　　　　　　　　　　　　　　　　複 製 依 頼 書

概要書
平成　　年　　月　　日

財団法人 土木研究センター

　理事長職務代行　中村　亮　殿
会社名　　　  　　 　 　   　法人印
代表者

(役職)

(氏名)　       　 　       　公印
所在地　〒

電　話

（依頼者が複数の場合は、以下同様に列記して下さい）

○年○月○日付けをもって、貴センターより取得した建設技術審査証明について、下

記により（審査証明報告書・概要書）の複製を依頼します。
記

１．　eq \o(\s\up 10(ふりがな),技術名称)　　：　                                   （建技審証 第    号）

　　（副　　題）　：　

２．　目　　的    ：   審査証明技術の普及のため。

３．  範　　囲    ：   全部
４．　複製部数　　：   審査証明報告書                  部

　　　　　　　　　 　　概要書　　　　　　　　　　　　　部

５．  そ の 他    ：   貴センターの条件による。

見本を添付する








注）製品番号を記載する場合、審査証明取得品番と、そうでないものを明確に、区分表示すること。
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